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天竜川ダム再編事業は,電源開発株式会社が所有する利水専用の佐久間ダム（1956年完成）を

有効活用し,新たに洪水調節機能を付与して,天竜川中下流部の洪水氾濫から人々の暮らしを守

ることを目的としている.本稿では洪水調節機能を付与するための増設放流設備の決定経緯につ

いて報告するものである. 
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１．はじめに 

 

天竜川は，長野県にある諏訪湖を源として中央構造線

に沿ってほぼ南に流下し,遠州灘に注ぐ幹川流路延長約

213km,流域面積5,090km2の我が国で有数の大河川である. 

天竜川下流流域内は,東名高速道路,国道1号,JR東海道

新幹線等,東西を結ぶ国土の基幹をなす交通の要衝とな

っており,2012年4月から新東名高速道路が開通し,さら

に2028年度以降,全線開通予定など,新たな交通網の整備

が進んでいる.天竜川流域を図１に示す. 

 

図-1 天竜川流域図 

２．天竜川ダム再編事業の概要 

 

(1)事業の目的 

天竜川ダム再編事業は,既設の利水専用ダム（佐久間

ダム；1956年完成,電源開発株式会社）を有効活用し,新

たに洪水調節機能を確保して,天竜川中下流部の洪水氾

濫から人々の暮らしを守ること,また佐久間ダムに新た

に確保した洪水調節容量を維持するとともにダム湖に流

入する土砂の一部を河川に還元することで土砂移動の連

続性を確保し,遠州灘沿岸の海岸侵食の抑制等への寄与

を目指す事業である. 

 

(2)事業計画 

a)洪水調節：佐久間ダムに新たに洪水調節容量を確保 

し,放流設備の増強を行う.配分図を図-2に示す. 

 

 

 

図-2 本事業後の貯水池容量配分図 

〈現在の貯水池容量配分図〉 

〈再編後の貯水池容量配分図〉 

洪水期6/1～10/10 



b)恒久的な堆砂対策 

  洪水調節容量を維持し,ダム湖に流入する土砂の一

部を河川に還元するための堆砂対策施設の整備を

行う. 

(3) 事業実施箇所（天竜川水系天竜川） 

   右岸：愛知県北設楽郡豊根村 

   左岸：静岡県浜松市天竜区佐久間町 

(4)事業費：約1,900億円 

(5)工 期：平成16年度～令和20年度 

天竜川ダム再編事業の整備イメージを図-3に示す. 

 

図-3 天竜川ダム再編事業整備イメージ 

 

(6)事業効果 

気候変動後の状況下において,戦後最大規模と同規模

の洪水により想定される浸水が発生した場合の被害は浸

水面積約9,200ha,被災人口約24.4万人,浸水家屋数約9.7

万世帯と想定されている.本事業では,既存施設での洪水

調節を含め基準地点鹿島において,河道配分流量を約

16,400㎥/sから約14,400㎥/sに低減させる. 

本事業の実施及び天竜川水系天竜川河川整備計画

（2024年7月変更）に基づく河川改修により浸水被害を

概ね解消させる.事業実施効果を図-4に示す. 

 

 

 

図-4 事業実施効果 

 

３．佐久間ダム洪水調節計画 

 

洪水調節計画の検討において,佐久間ダムは天竜川本

川に位置する大規模な利水専用ダム（総貯水容量約 327 

百万m3：有効貯水容量約205 百万m3））であり,洪水調

節に関する潜在的な能力が大きいことから,放流設備を

増設して貯水池の運用方式の見直しにより,洪水調節計

画とする. 

既設佐久間ダムの貯水池運用の範囲内で洪水調節を行

うものとし,洪水前に制限水位 EL.258.0m から貯水位を

低下させ,予備放流水位EL.252.0mからSWL.260.0mの間で

洪水調節容量5,500 万㎥ を確保する計画とした. 

貯水池の運用方式イメージを図-5に示す. 

 

図-5 貯水池運用イメージ 

 

４．増設放流設備の決定経緯 

 

(1)増設放流設備の方式選定 

増設放流設備は,下流鹿島地点において河川整備計画 

の目標を達成可能となるように,予備放流水位EL.252.0m 

で2,000㎥/s程度の放流能力を確保し,SWL.260m までの容 

量で２割程度の余裕を含め,洪水調節操作を実施する必 

要があること,またダム運用をしながら増設放流設備を 

施工する必要がある. 

増設放流設備の方式としては, 既設堤体の削孔による



「増設コンジット案」,既設堤体開削による「増設クレ

スト案」,新規設置による「トンネル洪水吐き案」を方

式比較の対象とした. 

なお,既設放流設備の改造は非効率かつ施工も困難と

なるため,方式比較の対象から除外した. 

3案比較の上流面図,平面図を図-6,7,8に示す 

 

a)増設コンジット案 

・既設堤体を削孔して4条のコンジット洪水吐を設置 

・用水取水施設及びエレベータシャフトを避けて左右 

岸に２条づつ配置. 

 

図-6 増設コンジット案（上流面図,平面図） 

 

b)増設クレスト案 

・既設堤体を開削して2門のクレスト洪水吐を設置 

・用水取水施設を避けて洪水吐を配置 

 

 

図-7 増設クレスト案（上流面図,平面図） 

c)トンネル洪水吐案 

・右岸地山に１条のトンネル洪水吐を設置 

・ダム本体や用水取水施設を避けて洪水吐を配置 

 

図-8 トンネル洪水吐（上流面図,平面図） 

 

(2)増設放流設備の一次選定 

「増設コンジット案」,「増設クレスト案」,「トンネ

ル洪水吐案」について,一次選定比較検討を行った結果,

「増設コンジット案」については, ダム左岸側には既設

発電施設があり,それとの離隔の確保やダム下流地山が

非常に急峻なため,放流設備の配置スペースが確保でき

ないことから施設配置が困難であると判断し,基準点通

過流量の条件を満足し2 割余裕を含む容量を概ね確保で

きる「増設クレスト案」,「トンネル洪水吐案」を一次

選定した. 

 

(3)最適方式の選定 

佐久間ダムの既設放流設備配置,地形条件,周辺施設の

条件,大規模改造の実績,実現性を評価項目とし,比較検

討した結果,経済性等が最も有利となる「トンネル洪水

吐案を最適方式として選定した. 

比較選定表を表-1に示す. 

 

表-1 比較選定表 

 



５．増設放流設備の基本設計 

 

最適方式として選定した「トンネル洪水吐」について

基本設計の実施にあたり,設計条件の整理が必要となる. 

(1)トンネル洪水吐管路設計の条件整理 

 

a) 設計流速に関する実績の整理 

トンネル洪水吐管路の実績について,他ダム事例の設

計流速等の諸元を整理する. 

b) 設計流速に関する基準類・参考文献等の確認 

 「河川砂防技術基準（案）」(第10 節トンネル構造に

よる河川）同解説,「ダム・堰施設技術基準（案）」,

「H17 多目的ダムの建設（第５巻）」などの基準類や

参考文献による流速に関する記述を確認する. 

c)トンネル断面径の設定 

トンネル断面径は,設計流速をa),b)により設定するも

のとし,最大放流量約2,000㎥/sを確保できる断面とす

る. 

また,放流能力,流速,キャビテーションの有無等の

水理性については,最終的には水理模型実験で確認し

トンネル径を決定する. 

d)トンネル線形の設定 

トンネル線形を設定するための平面曲率半径は,水理 

公式集や他ダム事例を踏まえ確保する. 

遠心力による圧力降下や編流への影響は今後の水理模 

型実験等で確認する 

e)トンネル洪水吐管路の放流能力の設定 

 放流能力の確認は,他ダムで実施した水理実験結果に

より設定した放流能力の式を適用して概略的に設定す

る. 

 

(2)ゲート設計の条件整理 

同形式の先行実績を整理し,設計対象流量が主ゲート

（吐口部）に作用する荷重（≒設計水深×扉体面積）を 

確認する. 

 

(3)配置検討 

a)地形・地質条件の整理 

地形,地質性状,断層分布,岩級区分,透水性などの地質

条件を整理する. 

b) 吞口部,吐口部,減勢工位置の条件整理 

呑口部は,洪水放流時の渦の発生や空気の連行を避

けるため,貯水位に対して適切な水深を確保する. 

また吐口部面積,吐口敷高によるトンネル洪水吐の

施設規模についてはトンネル洪水吐の放流能力により

算出する. 

減勢工位置は,河道に対しては急角度とならない線 

形とし,掘削範囲を極力少なくできるように設定する. 

c)トンネルルートの設定 

トンネルの発破振動が既存施設に影響を与えないよう

にトンネルとダム堤体との離隔に配慮して設定する. 

ダムの近傍を通過するトンネルとなるため,ダム本体

のコンクリートが影響を受けないように配慮し,同時に

基礎処理の範囲の改良された岩盤に影響を与えることを

回避する.また,施工・維持管理や現場へのアクセス性な

ど考慮する. 

など,基本設計に向けた条件整理を進めるとともに近

接する既設構造物との離隔などＣＩＭを活用した設計を

実施している. 

 

 

図-9 増設放流設備CIMイメージ 

 

６．今後について 

 

 今後,増設放流設備などの構造物設計に必要となる地

盤性状を確認するための地質調査を実施していくととも

に基本設計,水理模型実験,施工計画検討に着手し,コス

トや事業効果の早期発現等を含めた総合検討を実施して

いく. 

また,2037年度までに増設放流設備及び恒久的な堆砂

対策施設等の整備を完成し,試験運用等を経て2038年度

に事業を完了を予定している. 

天竜川ダム再編事業は,天竜川中下流域の安全・安心

の確保のため,関係者一体となって全力を尽くしていく. 
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